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第４４回総合科学技術・イノベーション会議議事録（案） 
 

１．日時   令和元年５月１３日（月）１４：２５～１４：５８ 
 
２．場所   総理官邸４階大会議室 
 
３．出席者 
  議 長  安倍 晋三  内閣総理大臣 
  議 員  菅  義偉  内閣官房長官 
   同   平井 卓也  科学技術政策担当大臣 
   同   石田 真敏  総務大臣 
   同   麻生 太郎  財務大臣 
   同   柴山 昌彦  文部科学大臣 
   同   世耕 弘成  経済産業大臣 
  議 員  上山 隆大  常勤 元政策研究大学院大学教授・副学長 
   同   梶原ゆみ子  富士通株式会社理事 
   同   小谷 元子  東北大学材料科学高等研究所長 
              兼 大学院理学研究科数学専攻教授 
   同   小林 喜光  株式会社三菱ケミカルホールディングス取締役会長 
   同   篠原 弘道  日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）取締役会長 
   同   橋本 和仁  国立研究開発法人物質・材料研究機構理事長 
   同   松尾 清一  名古屋大学総長 
   同   山極 壽一  日本学術会議会長 
  臨時議員 片山さつき  規制改革担当大臣 
   同   茂木 敏充  経済再生担当大臣 

（長尾  敬  経済再生担当大臣政務官） 
左藤  章  内閣府副大臣 

       安藤  裕  内閣府大臣政務官 
       和泉 洋人  総理補佐官 
 
４．議題 
（１）研究力強化について 
（２）ムーンショット型研究開発制度の検討状況について 
 
５．配布資料 
資料１－１ 文部科学省提出資料 
資料１－２ 我が国の研究力強化に向けて 
資料１－３ 上山議員提出資料 
資料２   ムーンショット型研究開発制度の検討状況について 
参考資料  第４３回総合科学技術・イノベーション会議議事録（案） 
 
６．議事 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  定刻となりましたので、第４４回総合科学技術・イノベーション会議を開会いたします。 
  それでは、議事に入ります。 
  議題１は「研究力強化について」です。 
  まず、文部科学大臣から「研究力向上改革２０１９」について御説明をお願いいたしま

す。柴山大臣、お願いします。 
 
【柴山文部科学大臣】 
  ありがとうございます。 
  お手元にある文部科学省説明資料に沿って説明をさせていただきます。先般、「研究力向

上改革２０１９」を取りまとめたので、その内容です。 
  資料１ページを御覧ください。 
  我が国の研究力が、諸外国に比べて相対的に低下をしているという現状を打破するため
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に、「人材」、「資金」、「環境」の観点から、研究力向上のための改革を大学等の改革と
一体的に進めていくことが必要だと考えております。 

  今後、産業界を巻き込みながら、研究者目線で不断の見直しを行って、制度改善や予算の
確保により、研究力のＶ字回復を目指してまいります。 

  次の２ページ目を御覧ください。 
  具体的には、研究人材の改革では、若手研究者の任期の長期化とプロジェクトへの専従義

務の緩和、優れた若手研究者への教員ポストの重点化、博士学生の経済的支援の充実、それ
からバイアウトとありますが、競争的資金から研究以外の業務の代行を行う経費を支出可能
とする制度の導入、海外経験を有する日本人教員の登用拡大や国際共同研究の強化などを進
めてまいります。 

  ３ページ目を御覧ください。 
  また、研究資金の改革では、外部資金の呼び込み強化、そして競争的資金等から研究代表

者の人件費の支出を可能とする研究費制度の見直しなどを進めて資金的にゆとりを生んでま
いります。 

  加えて、研究環境の改革では、研究室単位ではなくて大学等組織として備えるべき研究設
備等の整備・共用、コアファシリティ、そして技術職員やリサーチ・アドミニストレーター
の組織的育成・活躍を促して、チームとして研究を進めていく体制の構築などを進めてまい
ります。 

  次の４ページ目を御覧ください。 
  前回４月１８日、橋本議員からも言及がありましたが、すでに地方大学の中で運営費交付

金と国のプロジェクト、加えて民間資金等を活用して、改革の成果が目に見える形で緒につ
いているものもあります。 

  今回取りまとめた取組を実行に移すことによって、こうした先進的な取組を進めている大
学を支援するとともに、他の大学へ横展開を図ってまいります。 

  最後になりますが、現在、大学における教育研究の改革については、高等教育・研究機関
の取組・成果に応じた「手厚い支援」と「厳格な評価」を車の両輪として徹底することによ
る、「教育」「研究」「ガバナンス」改革を進めております。今回の研究力向上に向けた取
組も、こうした大学改革と合わせて進めていくことが必要です。 

  この後、平井大臣からのプレゼン、加えて上山議員からのプレゼンがありますが、文部科
学省といたしましては、大学や研究機関、企業など研究現場の現状と研究者の声を聞きなが
ら、産業界から支援をいただきつつ、内閣府を始めとする関係府省と緊密に協力をして、国
全体として、我が国の研究力向上に全力で取り組んでまいります。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  次に、本御意見も踏まえながら、私からも「我が国の研究力強化に向けて」について御説

明を申し上げます。 
  資料１－２を御覧ください。 
  １ページ目、政府としても、これまで基本計画に基づいて、様々な取組を行ってまいりま

した。ただ、一定の成果はあるものの、抜本的な解決には至っておりません。 
  ２ページ目を御覧ください。 
  国立大学の教員に占める若手採用割合は低下傾向であり、海外に行く留学生も少ないのが

現状です。 
  ３ページ目を御覧ください。 
  基金の規模も小さく、米国大学との格差が拡大しています。さらに、研究時間割合は低下

し、研究者が研究に専念できない状況です。 
  ４ページ目を御覧ください。 
  このため、局所的ではない、総合的・抜本的な制度改革が必要です。速やかに実現すべき

姿と検討項目の例をお示ししております。いずれも世界標準を目指し、魅力ある研究環境の
創出を図るためのものであります。 

  ５ページの下を御覧ください。 
  先ほど、柴山大臣から御説明があった改革の取組も確実に実現するとともに、本重要課題

について、今後、政府全体として、産業界と十分に連携しながら、年内を目途に「総合パッ
ケージ」を取りまとめます。 

  次に、総合パッケージの策定に向けて、検討が必要と考えられる事項例について説明しま
す。 

  ６ページを御覧ください。 
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  現状として、大学や国研には、制約・慣行が存在し、産学連携の障害となっています。こ
のような状況を踏まえて、大学や国研においても、共同研究機能等を外部化し、オープンイ
ノベーションの活性化、資金の獲得等を図ることが重要です。 

  一方、海外では、機能の外部化等を推進している例があります。また、我が国の大企業で
も、独立組織を立ち上げる、いわゆる「『出島』戦略」が活発化しています。 

  最後に、８ページを御覧ください。 
  研究者が研究に専念できる環境の改善が必要です。例えば、外部資金を活用し、研究以外

の業務の代替要員を雇用し、研究活動時間の確保を図ります。 
  これらについて、関係府省が一体となって検討し、研究力の強化を図ります。 
  次に、上山議員より、研究力の強化を見据え、「国公私立大学等のビジョンについて」御

説明をお願い申し上げます。 
 
【上山議員】 
  ありがとうございます。 
  資料１－３を御覧ください。 
  １ページ目には、主だった論点を列挙しておりますが、まずは、資料の２ページ目を御覧

いただきたいと思います。 
  国にはそれぞれの歴史を背負った高等教育の姿があります。大学を官界、学術界、産業界

のエリート育成の場と見てきたヨーロッパでは、ほとんどの大学が国の資金で運営されてき
ましたが、アメリカでは国立の大学を作ることを連邦議会が否決し、その後、地域への貢献
を目指す州立と独立の私立、合わせて３，０００校以上の大学が市場で競い合うシステムを
作ってきました。黄色が国立、緑が私立です。 

  翻って、ヨーロッパ型の導入から始まった我が国では、戦後の私立大学政策を見ても、ア
メリカ型との混在をなしています。 

  我が国でも歴史的な変遷を大事にしながら、国公私立等の構造的なビジョンを考え直す時
期に来ていると考えております。とりわけ、基礎研究力の低下の問題、イノベーションへの
取組を考えたときには、このことは急務の課題です。 

  最も重要なことは、全国一律の大学行政を行うことはもはや難しいという認識です。巨大
な経済圏を持つ東京周辺には、国立、公立、私立の多くの大学が存在し、アメリカ型に近い
構造になっていますが、それに若干似た関西圏や中部圏、さらには、国立大学が社会経済の
ハブとなっている地域、そして地域医療の中核をなす大学病院の存在を考えて、地域ごとの
ビジョンをつくる必要があります。 

  地域の大学ネットワークに進学する若者に雇用の機会をつくり、彼らを地域経済の次世代
を担う人材に育てること、そのためには、先端技術に基づきながらも、地域独自のイノベー
ション経済のあり方を考える必要があること、また、その活動をそのままグローバルな研究
と教育のネットワークにつなげていくということです。 

  ３ページ目と４ページを御覧ください。 
  今、ＣＳＴＩでは地域ごとの１８歳人口の動態、大学進学率、留学生の可能性、リカレン

ト教育、地域ごとの産業構造の実態と人材の需要などのデータを集め、我が国の高等教育の
構造的なビジョンの議論を始めております。 

  このビジョンは、上からのデザインではなく、地域ごとの特性に応じた「提案」を国とし
て投げかけ、そこからボトムアップ型の議論をそれぞれの地域で喚起する必要があると考え
ておりまして、文部科学省と緊密に連携をしながら、そのビジョン策定の作業を行っていき
たいと考えております。 

  以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございます。 
  それでは、本議題について、有識者議員より御発言いただきますが、時間が限られており

ますので、御配慮の方をお願いします。 
  まずは、橋本議員、お願いします。 
 
【橋本議員】 
  ありがとうございます。 
  先ほど、柴山大臣から御説明いただいたように、文部科学省においてバイアウト制の導入

など、新規性のある施策を含め、すぐに手を打てる政策を中心にまとめていただいたことに
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感謝申し上げます。これを速やかに実行に移していただきたいと願っております。 
  他方で、根本的な解決のためには、更に進んだ議論も必要です。平井大臣からも御説明い

ただきましたが、内閣府なども協力し、政府全体でスピード感を持って取り組むことが必要
と考えます。 

  ここでは、研究人材と環境に関して、それぞれ私の視点から１点ずつ指摘したいと思いま
す。 

  まず、人材です。重要な課題の一つに、博士号取得者のキャリアパスの確立があります。
世界的には、博士号取得者を企業が採用するのは当然のトレンドとなっておりますが、我が
国においてはまだまだです。しかし、今日、私の隣におられる小林議員は、博士号取得後、
産業界に職を得られてトップまで登り詰められておられる訳でして、周りを見渡せば、我が
国も大変良い事例があります。また、最近、経団連が通年採用制度の導入を打ち出しました
が、この機会も使って、是非とも有効なキャリアパスを産学官で構築していきたいと思いま
す。 

  次に、研究環境ですが、私は、大学教員を研究教員と教育教員に分ける制度の導入を検討
すべきと考えます。先日行われた日本化学会のシンポジウムで、研究教員は、教育へのエフ
ォートを減らすことにより、研究時間を確保し、さらに、研究に使うスペースも増やす。そ
のかわり給与は７０％、８０％として、減った部分は外部資金で自ら補うこととする。一方
で、教育教員は教育に専念し給与は保障する、といったような提案が研究者側からなされま
した。 

  この案に対し前向きの参加者が多かったように感じました。ただし、このような制度を一
度に全ての大学教員に適用するのは困難だと思います。そこで、まずは大学単位、あるいは
もっと小さく、学部や学科単位でも良いと思いますが、できるところから順次導入し、国は
そこを支援していくということが有効なのではないでしょうか。是非、これらの議論を深
め、実行に移していきたいと思います。 

  以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  次に、小谷議員、お願いします。 
 
【小谷議員】 
  世界的にも高く評価されてきた独創性や強みを持つ日本の基礎科学が、なぜ国際的なプレ

ゼンスを徐々に失いつつあるのか、真剣に議論し手当てをしなければならない時期に来てい
ます。 

  研究力強化について３つのことを指摘したいと思います。人への投資、国際戦略、多様性
受容による新しい価値創造です。 

  人への投資については、これまでも多く色々なところで指摘されていますが、若者への投
資ということが大変重要です。本日、基礎研究力強化の施策を文部科学大臣からいただきま
したが、日本には近年のノーベル賞受賞でもわかるように、非常に独創的な研究に若者が挑
戦できる安定的な環境というものがかつてはございました。高い学力とアイデアと挑戦精神
を持つ若者は今でも多数います。一方で、現状を見ていますと、たくさんの施策が打たれつ
つも、そのようなアクセルがかけられると同時にブレーキがかかっているというふうにも感
じます。若者が、自分が努力をすれば未来社会を切り開く機会を持てるというビジョンと戦
略と環境を、パッチワーク的な施策ではなく長期的展望で総合的に示すこと、そして、これ
を強いメッセージとして、国が若者へ期待をしているということを伝えるということが大切
であると感じております。 

  次に、国際戦略です。同時に、日本は非常に強い研究力を持ちながら、それを認識される
国際的なプレゼンスを示すという点が少し遅れていると思います。日本は、世界に先駆けて
Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０というコンセプト提案を行いました。これは国連のＳＤＧｓとも強
い相関があり、デジタル革命の中で人間中心の「社会」を築くという意思表明とアクション
プランであり大変注目されました。 

  人類社会の課題がグローバル化・複雑化し、これを科学技術によって解決するためには、
国際連携・協働が従来とは全く異なる次元で必要であるという認識が世界中に広まっていま
す。特に、日本の高い基礎研究力への信頼、そして国としての科学技術への信頼から、「戦
略的なパートナー」としての日本への期待は大きく、たくさんの国、地域、研究機関が国際
共同に関する「組織的な枠組み作り」や「組織的連携」を目指して日本を訪ねています。こ
のような世界的な要請に応えるべく、国として日本の優れた基礎研究力を国際的な枠組みの
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中で展開できる支援を行うことが重要です。 
  ３番目の多様性は、２つ目の国際性とも関係ございますが、科学技術における課題が複雑

化するなかで、研究は新しい核形成のただなかにいます。多様な知識、多様な視点の出会い
が研究のダイナミズムと新しい価値を産みます。残念ながら、日本は多様性への受容という
意味で遅れているように思います。多様性こそが成長の駆動力であるという認識の下に抜本
的な改革を期待しています。 

  以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございます。 
  次に、篠原議員、お願いします。 
 
【篠原議員】 
  日本の研究力強化に向けては、これまでの「選択と集中」から「戦略と創発」というよう

な形に転換する必要があると考えております。「戦略」的研究とはＳｏｃｉｅｔｙ ５．０
の実現を目指す研究でありまして、社会実装が鍵となります。一方、「創発」的研究とは短
期的な目標設定を行わずに、破壊的なイノベーションを目指すような多様な中長期的な研究
テーマです。 

  以上の基本的な認識に基づきまして、我が国の研究力強化について申し上げます。 
  創発的研究を推進する上で、「研究資金の改革」は高い優先順位で取り組むべき項目であ

ると考えております。改革を進める際には、１０年～２０年先を見据えて研究に取り組んで
いる若手研究員が安定的に資金を確保できることが肝要です。そのために、すそ野の広い富
士山型の研究資金の底上げ、すなわち政府研究開発投資の水準を引き上げることが重要だと
考えております。 

  一方、戦略的研究については、先ほども申し上げましたとおり、社会実装が鍵となるもの
でして、我々産業界も積極的に関与すべきものだと考えております。企業が自ら設定したテ
ーマに対して積極的に投資し、ビジネスモデルを構築することで、持続可能な形で社会実装
していくことが求められます。 

  そのためには、これまで以上に産学連携が重要な役割を果たします。政府が掲げる国立研
究開発法人などへの民間投資の「３倍増」に向けて、企業から大学への投資額は着実に上昇
しております。このモメンタムをさらに強固なものにすべく、産業界はこれまで以上にシー
ズの発掘、共同研究への投資などに積極的に取り組むとともに、「出島」などを活用したオ
ープンイノベーションの活性化に向けて取り組んでまいりたいと思います。 

  私からは以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございます。 
  次に、松尾議員、お願いします。 
 
【松尾議員】 
  私から３点意見を申し上げます。 
  第一は、未来に向けて我が国が持続的に発展し、全ての国民が科学技術の進歩の果実を享

受するとともに、人類社会に貢献する国であり続けるため、「２０年後、３０年後の日本社
会のあるべきビジョン、姿をゴールとして明確に描くこと」、そしてそれを達成するための
課題を設定し、５年ごとの基本計画でマイルストーンをおいて戦略的にこれを達成していく
こと、これが重要だと考えます。 

  第二に、輝かしい未来社会をつくる主人公は、高い志と創造性を持って挑戦する多様で勇
気ある人材だと思います。このような人材を育成するため、高等教育の改革を加速する必要
があります。また、かつてない規模とスピードで変化しつつある今の時代にあっては、大学
教育だけではなく社会全体で人材育成や活用の在り方を不断に見直し、国を挙げて改革を進
めることは重要であると考えます。 

  最後に、基礎研究は人類に新しい価値や考え方をもたらす知の源泉であり、これを社会に
還元するための応用研究と共に、科学技術政策の重要な柱であります。さらに、人文社会科
学系の諸科学や芸術は、ＳＴＥＭと並んで未来社会の創造に不可欠の学問であります。これ
らが総合的に作用しあってこそ、我が国発の、独創的かつ普遍的な社会が実現できます。そ
のためには、領域を超え、産学官などの全てのステークホルダーが協力して邁進していける
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ような政策が必要だと考えます。 
  以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございました。 
  次に、山極議員、お願いします。 
 
【山極議員】 
  私は、日本学術会議の会長としてＣＳＴＩに参加しております。この度、日本学術会議で

は、ＣＳＴＩの有識者会合からの依頼を受けまして、２度にわたりまして会員等の意見を聴
取してまいりました。本日は、現場の研究者の声をお伝えしたいと思います。 

  第一次調査では、基礎研究力強化に向けた人材流動化と雇用の安定や若手研究者支援の在
り方について聴取をいたしました。 

  会員の意見を大きくまとめますと、独創的な研究成果を創出するためには、まずは研究者
が研究に専念できるような環境が必要であるということです。先ほど、柴山文科大臣のお話
のように、少し一歩踏み込んだ政策が今つくられつつあるということで、大変有り難く思っ
ております。 

  また、研究者の流動性を高めるためには身分保障等のインセンティブをつくることが考え
られますが、この際、若手・女性研究者のライフステージや分野ごとの研究スタイルの相違
への配慮、経済的ではない支援─これはメンタリングも含めてですが─の検討も必要という
ことでございました。 

  次に、第二次調査では、国際頭脳循環の在り方や研究者のキャリアパスの在り方等につい
て聴取をいたしました。この結果、国際頭脳循環の在り方については、基礎研究力を高めて
外国を引き付ける魅力を持つことが駆動力の原点であること、海外と対等あるいはそれ以上
にリードできる優れた研究者の育成が重要であること、大学の国際化として、海外の研究機
関との枠組みの下での連携や大学事務の国際化が重要であること、日本で育った外国人研究
者や海外で育った日本人研究者が活躍できるよう、そのフォローアップが重要であるという
ことでございました。 

  もう一つ私の意見を付け加えますと、研究の国際化ばかりではなく、教育の国際化、教育
外交というものがこれから非常に重要になっていくと思っております。よろしく御考慮いた
だければ幸いです。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございました。 
  それでは、次に、議題２「ムーンショット型研究開発制度の検討状況について」、私から

御説明申し上げます。 
  資料２の１ページを御覧ください。本制度により、より大胆な発想に基づく挑戦的研究開

発を推進するため、国が野心的なムーンショット目標を設定し、その実現に向けた様々な研
究アイデアを国内外から募集することとしております。このため、現在、有識者で構成する
ビジョナリー会議を設置し、目標の検討を進めているところです。検討にあたっては、アカ
デミア・産業界からの意見聴取はもとより、広く一般からも提案を募集し、現在約１，８０
０件の提案が寄せられているところであります。 

  ２ページを御覧ください。こうした国民の方々の声も踏まえつつ、世界の課題や日本の
「強み」を分析し、我が国が戦略的に挑戦すべき課題・チャレンジを特定し、それを達成す
るための目標・ミッションに落とし込む作業を行っているところであります。 

  ３ページを御覧ください。諸外国の例を参考にしながら、世界・未来の課題からバックキ
ャストする形で、チャレンジ、ムーンショット目標であるミッション、プログラムの３つの
ステージに分解し、それらステージに応じて検討主体やマネジメントを最適化することとし
ます。 

  ４ページを御覧ください。また、設定した目標については、関連する研究開発、規制制度
や公共調達など関連施策を総動員して、政府一丸となって目標を達成することとします。さ
らに、今般基金造成した１，０００億円をシード・マネーにして、産業界も呼び込み、社会
実装に向けた挑戦的研究開発を推進してまいります。 

  それでは、本議題について、有識者より御発言をいただきたいと思います。 
  小林議員、お願いします。 
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【小林議員】 
  ムーンショット型研究開発制度は極めて新しい取組であるだけに、多様な国民の意見に耳

を傾けて、国民への説明責任を果たしながら、丁寧に進めることが重要かと思います。徹底
的にオープンな運営を可能にするマネジメント手法とガバナンス体制の確立に、政府は意を
用いてほしいと思います。 

  併せて、本制度における総合科学技術・イノベーション会議の役割も十分明確にしておく
必要があるかと思います。ミッションのみならず、プログラムの遂行に関連して会議の役割
を明確にする必要があるかと思います。 

  そして、世界が直面する深刻な社会的課題、例えば環境問題などの解決をムーンショット
目標に掲げることで、国民のリテラシーを底上げし、国民の科学技術に対する信頼、ひいて
は夢やロマンを育てることを目指すべきかと思います。 

  同時に、具体的・定量的なターゲットの設定に当たっては、アカデミアの知見を踏まえま
して、合理的で科学的なアプローチが求められるかと思います。 

  世界中の優れた知性を結集して研究開発に取り組み、領域を超えて幅広い基礎研究にポジ
ティブな波及効果をもたらす呼び水として、ムーンショット型研究開発制度を活用すべきと
思います。 

  さらに、産官学の連携のもと、社会・経済システムや価値の体系を新たにデザインし直す
ことで、得られた研究開発成果を迅速に社会実装していく姿勢も重要かと思います。 

  以上です。 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  次に、梶原議員、お願いします。 
 
【梶原議員】 
  私からは、３点申し上げます。 
  始めに、大目標やミッションの設定にあたりましては、ジャパンモデルとして、日本が先

進的に取り組みたいテーマに対し、人類の夢や希望に向かうワクワク感があり、そのシナリ
オによって、多くの人が共感できる目標を掲げることが重要です。目的と技術はしっかり分
け、特定の技術有りきではなく、どうやって実現するかというところから知恵を集めるよう
なプログラムとなることを期待いたします。 

  次に、研究開発体制ですが、イノベーションは、多様な知が集まり、相互作用することで
新たな価値として生まれます。特定分野の専門家や研究者だけではなく、積極的に多様な領
域の人材、アーティストや社会学者、哲学者、未来を担う若者等を取り込み、ダイバーシテ
ィを持ったチームを作り、様々な化学反応が生まれるような環境で研究を進めることが肝要
です。 

  また、社会制度の改革やマインドセットチェンジを促進させることまでも視野に入れ、リ
ードすることも求められます。そうしたチームを複数作り、一つの目標に対し、多様なアプ
ローチで競い合うことが、想定を超える成果を導き出すことに繋がります。これは、プログ
ラム参加者自身にも、厳しくも楽しく、意義ある研究開発を担う実感が伴うものとなるはず
です。 

  最後に、目標に向かう中で、様々な取組からイノベーションの種をいくつも生み出してい
くことがこのプログラムの本質だと考えます。研究開発成果を実社会で価値とするために、
このイノベーションの種をいち早く形にし、新たな産業化へのフィージビリティを確認する
ことが必要です。市場や現場に近い産業界は、アカデミアと同様に大きな役割を担い、目標
設定からその達成や成果の展開に向け、あらゆる局面で積極的に貢献してまいります。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございました。 
  続きまして、本日の議題について、関係閣僚から御発言をお願いします。 
  まず、世耕経済産業大臣、お願いします。 
 
【世耕経済産業大臣】 
  「産学融合」による研究力の強化が非常に重要であります。経済産業省として、内閣府や

文部科学省、あるいは産業界と連携をして、取り組んでまいりたいと思います。 
  具体的には、官民協調による有望若手研究者の支援や企業ニーズとのマッチングと、産学
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連携のガイドラインの充実や、ベンチャー、大企業、大学などが一堂に会するプラットフォ
ームの拡充、産学融合などの場となる出島組織の活用に向けた課題の整理、そして、エネル
ギー・環境分野を中心に、将来のビジネス化を見据えた挑戦的な技術シーズの発掘や育成、
国際連携を進めてまいりたいと思います。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  次に、石田総務大臣、お願いします。 
 
【石田総務大臣】 
  上山議員ご指摘の、大学等は地域独自のイノベーションの創出や地域経済を担う人材育成

等を目指すべきとの点は、持続可能な地域社会の構築のためにも大変重要だと考えます。大
学等が地元企業と連携して地域産業の高度化を図ること、また、その地域の課題を踏まえた
人材育成を行うことが必要と考えています。 

  現在、１都３県の大学入学者約２５万７，０００人のうち、１都３県以外から約８万５，
０００人が入学しており、東京一極集中の大きな要因となっています。全国の大学等の研究
力の強化においては、こうした構造的な点も検討される必要があると考えています。 

  ムーンショット目標に関しまして、ＩＣＴ分野では、量子通信など様々な夢の技術の基礎
研究が進んでいます。総務省では、かつて夢の技術であった自動翻訳技術を、基礎研究から
実用化まで持ってきた経験もあり、こうした知見も活かし、ムーンショット目標の策定やそ
の実現に参画してまいりたいと思っております。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  次に、柴山文部科学大臣、お願いします。 
 
【柴山文部科学大臣】 
  私からは１点、ムーンショット型研究開発制度について申し上げます。 
  ムーンショット型研究開発制度については、引き続きビジョナリー会議での目標の検討に

協力をするとともに、目標の達成に向けて、先ほど来お話が出ております基礎研究段階での
斬新なアイデアを発掘・育成しつつ、研究ステージに応じた最適なマネジメントを導入しな
がら、現場の研究者が失敗を恐れることなく研究開発に挑戦できるよう、しっかりと取り組
んでいきたいと考えております。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  ありがとうございました。 
  他の閣僚より御発言がないようでしたら、最後に安倍総理大臣より御挨拶をいただきたい

と思いますので、プレスを入れてください。 
 

（プレス 入室） 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
  それでは、安倍総理大臣、お願いいたします。 
 
【安倍内閣総理大臣】 
  本日は、我が国の研究力強化に向けた方策について、御議論をいただきました。 
  まず、民間資金の積極的な活用が不可欠です。このため、多様な形態の産学連携が可能と

なるよう、大学・国立研究開発法人による共同研究機能の外部化を可能とする仕組みを検討
する考えです。 

  また、研究人材を確保する観点からは、若者に魅力ある研究環境を整えることが求められ
ます。研究者が各種の事務に忙殺されることなく、自らの研究に専念できる仕組み、とりわ
け、若手研究者が安心して自発的な研究に取り組める仕組みを構築する必要があります。 

  これらの点も含め、平井大臣、柴山文部科学大臣を中心に、世耕経済産業大臣ほか関係大
臣も協力して、年内を目途に、我が国の研究力を抜本的に強化するための「研究力強化・若
手研究者支援総合パッケージ」を策定してください。 

  また、本日、上山議員から提言がありましたが、イノベーション・エコシステムの中核と
なる全国の大学が、今後目指すべきビジョンについても、次期科学技術基本計画に向けて、
年度内を目途に検討してください。 
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  更に、本日は、ムーンショット型研究開発制度の検討状況についても報告がありました。 
  日進月歩で革新的なイノベーションが生まれている世界において、従来の研究開発予算の

あり方にとらわれることなく、スピード感や機動性を重視しながら、成果につなげる新しい
仕組みづくりが重要です。 

  平井大臣は、野心的な目標を早急に取りまとめ、その達成に向け、速やかに実行に移して
ください。 

 
【平井科学技術政策担当大臣】 
 ありがとうございました。 
 では、プレスの方々はここで御退室をお願いします。 
 

（プレス 退室） 
 
【平井科学技術政策担当大臣】 
 本日の議事は以上です。 
 皆さん、御協力ありがとうございました。 

以上 


